






































（2） 課 題 設 定
　教育開発をいかに進めていくべきかについて佐藤（2015）は FDの構造モデルに関わる先行研
















































































































































































































・ 「情報リテラシー」 については、Ⅰは 「収集することができる」 「引用を明確に示すこ
































































































　さらに、各項目別の分布（図 5）を見ると、基礎演習Ⅰ終了時点においても 1ないしは 2点の





















































































2016年度 4.09 4.07 4.13 4.08 4.09 4.23 4.12 4.11
2017年度 4.31 4.13 4.24 4.29 4.32 4.41 4.36 4.25




とであった。この約 1年間の教育開発過程を 3× 3モデルに当てはめて検証したものが図 6で
表11　 「基礎演習Ⅰ」 シラバスの変化有無（〇変化あり　╳変化なし）
Ｉ先生 Ｊ先生 Ｋ先生 Ｌ先生 Ｍ先生
到達目標 〇 〇 〇 〇 〇
授業の概要 〇 ╳ ╳ 〇 ╳
授業の計画 〇 〇 〇 〇 〇

















業実践へと還るという過程を踏んだ。PDCAサイクルで考えるならば、Check と Action をミ

















ニケーションが発生することが明らかになった（図 7）。第一にDoと Check をつなぐ「シェア
リング・コミュニケーション」である。これは普段の実践から現れる問題意識を教職員間で共
有するものであり、今回の Step 1 ～ 3 にあたる。第二にＣとＡをつなぐ「コンセンサス・コ
ミュニケーション」である。ここでは問題意識を客観化し組織的な課題を明確にするとともに
解決の方向性について合意形成を図る。今回の Step 4 ～ 8 にあたる。第三にＡとＰをつなぐ
「オーソライズ・コミュニケーション」である。これは学科の取り組みを全学レベルや学部レ
ベルで承認してもらう取り組みであり、この段階でミドル・レベルからマクロ・レベルへの接
続がなされる。今回の Step 9 、11にあたる。第四にＰとＤをつなぐ「サポート・コミュニケー
ション」である。これは個々の教員が円滑に授業を進められるようにサポートする取り組みで
あり、今回の Step10、12にあたる。
図 7　ミドル・アップダウン・アプローチによる教育開発過程
108
（2） 課題と展望
　本研究の課題を 3点挙げる。 1点目は今回の結果を受けて新たに明らかになった課題に対処
することである。 2割程度の学生が到達目標に達しなかったことへの対策と、学生の自己評価
と成績が無相関であったことへの対策である。前者については、すでにこの現状を基礎演習Ⅱ
の担当教員に共有し、基礎演習Ⅱの中でさらなる底上げをしていただくよう要請済である。ま
た次年度は基礎演習Ⅰの途中で中間評価を行い、それに基づいた授業改善や個別フィードバッ
クを行っていただけるよう要請することも検討している。後者については、学習到達目標に基
づく成績評価具体的方法について担当教員に共有し、学生自身も自己評価しやすい評価票に改
善するといった対策を講じたい。
　 2点目は、学科全体の教育改善との接続が不明瞭なことである。今回は初年次教育科目であ
る基礎演習Ⅰに焦点を充てたアクション・リサーチであった。言うまでもなく、教育課程は 4
年間あり、カリキュラムベースでの教育改善も求められるであろう。 3点目は、今回明らかに
なったマネジメントサイクルをいかにシステム化するかである。今回の教育改善は学部長、
ワーキンググループメンバー、科目担当者、西野で行った非公式組織による問題解決活動であ
る。本活動を仕組みに落とし込まなければ継続的な改善には結びつきにくいと想定される。以
上 3点の課題を解決することもまたミドル・アップダウン・アプローチによる教育開発過程の
1つである。本研究を継続することによって課題解決を実現するとともに研究成果にも奥行き
を持たせたいと考えている。
　さらに 1点今後の展望として付け加えたいのは、学部間での教育開発成果の応用可能性につ
いて検証することである。今回のＣ学科での事例を受けて、他学部でもその事例を応用した教
育開発を進めたいという依頼があった。これは 3つの展開アプローチにも属さない第四のアプ
ローチであり、いわばミドル・インターセクショナル・アプローチである。この過程について
も今後明らかにしていきたい。
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